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１  決算総括

○一般会計

（歳　　入）

繰 越 財 源 計
充 当 額 (Ａ)

(18) 1,245,013,000         -                         -                         1,245,013,000         

(19) 国 庫 支 出 金 1,461,625,000         11,764,000             44,789,000 1,518,178,000         

　  

(20) 県 支 出 金 324,075,000           -                         -                         324,075,000           

　

(21) 財 産 収 入 518,785,000           △408,954,000        -                         109,831,000           

　

　　

(22) 寄 附 金 14,359,000             1,200,000,000         -                         1,214,359,000         

　　

(23) 繰 入 金 1,118,938,000         - 3,045,000,000 4,163,938,000         

(25) 諸 収 入 480,147,000           △458,000             80,000,000 559,689,000           

　  

(26) 市 債 7,587,000,000         △102,000,000 1,241,000,000 8,726,000,000         

　   

12,749,942,000       700,352,000           4,410,789,000         17,861,083,000       

　 　

　  　予     　　算　 　    現  　  　 額

合　　　計

使 用 料 及 び
手 数 料

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額
款
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（単位：円）

不　納 収 入 翌年度 執行率　％

欠損額 未 済 額 繰越額 （（Ｃ）＋（Ｅ））

（B) (Ｃ) （D) （B)-（C)-（D) (E) （Ｃ）＋(Ｅ)－（Ａ） ／（A）

795,698,505          795,466,959          7,100       224,446         -                    △449,546,041       63.9

1,159,858,665 1,159,858,665 -            -                  11,764,000       △346,555,335       77.2

 

133,796,551          133,796,551          -            -                  -                    △190,278,449       41.3

107,970,515          107,970,515          -            -                  -                    △1,860,485          98.3

　　 　　 　

850,683,100          850,683,100          -            -                  -                    △363,675,900       70.1

　　 　　 　

4,160,867,258        4,160,867,258        -            -                  - △3,070,742          99.9

525,097,782          521,020,058          -            4,077,724       - △38,668,942        93.1

 

　

7,534,000,000        7,534,000,000        -            -                  777,000,000 △415,000,000       95.2

 

15,267,972,376      15,263,663,106 7,100       4,302,170       788,764,000 △1,808,655,894 89.9

 

差引過不足額調定額 収 入 済 額
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〇 補 正 予 算 の 内 訳

１．補正第６号（12月議会） （単位：円）

金　　額

○ 健康保険法に基づく保険料収入の減額 △ 187,000

○ 雇用保険法に基づく保険料収入の追加 57,000

○ 厚生年金保険法に基づく保険料収入の減額 △ 328,000

２．補正第７号（２月議会） （単位：円）

金　　額

○ 戸籍、住民基本台帳等事務経費に係る補助金の追加

　　 11,764,000

○ スポーツ振興に対する寄附金の追加 1,200,000,000

○ 社会教育施設整備事業に充当する起債の減額 △ 102,000,000

内　　　　訳款

(19) 国 庫 支 出 金 11,764,000

市 債 △ 102,000,000

合　　　　　計 1,109,764,000

(22) 寄 附 金 1,200,000,000

(26)

款 内　　　　訳

(21) 財 産 収 入 △ 408,954,000 ○ 公民館改築事業の土地売払収入の減額 △ 408,954,000

合　　　　　計 △ 409,412,000

(25) 諸 収 入 △ 458,000
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 〇 差 引 過 不 足 額 の 主 な 内 訳

（単位：円）

金　　額

(26) 市 債 △ 415,000,000

款 主　な　内　訳

(18)
使 用 料 及 び
手 数 料

△ 449,546,041 △ 251,136,077

△ 325,689,770

○ 地区体育施設使用料の減

(19) 国 庫 支 出 金 △ 346,555,335

(20) 県 支 出 金 △ 190,278,449

○ 番号制度関係補助金の減

○ スポーツ施設整備債の減 △ 274,000,000

△ 188,003,749
○ 福岡県ホストタウン等新型コロナウイルス

　　感染症対策交付金の減

(22) 寄 附 金 △ 363,675,900 ○ スポーツ振興推進事業寄附金の減 △ 367,275,945
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○一般会計

（歳　　出）

前年度からの 予 備 費 支 出
繰 越 額 及び流用増減

 (２)　総    　務    　費

 

　 １ 総 務 管 理 費 25,974,724,000     4,184,486,000       4,657,921,000       -                        

　  

　 ３ 3,832,526,000       9,194,000             14,618,000           -                        

　 　  

 

　 ５ 統 計 調 査 費 1,562,000             -                        -                        -                        

　  

29,808,812,000     4,193,680,000       4,672,539,000       -                        

　 　

款　・　項

合　　　計

　  　予     　　算　 　    現  　  　 額

当 初 予 算 額 補正予算額

戸 籍 住 民
基 本 台 帳 費
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（単位：円）

翌　年　度 執行率　％

繰　越　額 （（Ｂ）＋（Ｃ））

(Ｂ) (Ｃ) (A)－(B)－(C) ／（A）

34,817,131,000       32,666,406,641       964,389,000           1,186,335,359         96.6

　

3,856,338,000         3,511,142,081         16,060,000             329,135,919           91.5

　

1,562,000              1,222,035              -                          339,965                 78.2

38,675,031,000       36,178,770,757       980,449,000           1,515,811,243         96.1

 

不　用　額　支　出　済　額
計
(Ａ)
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〇 補 正 予 算 の 内 訳

１．補正第６号（12月議会） （単位：円）
　

金　　額
　 　 　 　 　

 (２)　総    　務    　費 114,173,000

　
○ 給与費等の減額 △ 935,000

  １ 総   務   管   理   費 121,039,000
○ 防災・危機管理体制の強化経費の追加 121,974,000

　 　 　
　３ 戸籍住民基本台帳費 △ 6,866,000 ○ 給与費等の減額 △ 6,866,000

　

２．補正第７号（２月議会） （単位：円）
　

金　　額
　 　 　 　 　

 (２)　総    　務    　費 4,079,507,000

　
○ スポーツ振興推進費の追加 4,200,000,000

  １ 総   務   管   理   費 4,063,447,000
○ 公民館等経費の減額 △ 136,553,000

　 　 　
　３ 戸籍住民基本台帳費 16,060,000 ○ 戸籍、住民基本台帳等事務経費の追加 16,060,000

　

款　・　項 内　　　　　訳

款　・　項 内　　　　　訳
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〇 不 用 額 の 主 な 内 訳

（単位：円）
　

金　　額 主　な　内　訳
　 　 　 　 　

 (２)　総    　務    　費

○男女共同参画推進費の不用 11,642,154
　・　男女共同参画推進センター管理運営費　等

○人権施策推進費の不用 45,643,548
　・　集会所等施設整備費　等

○スポーツ振興推進費の不用 564,570,840
　・　東京オリンピック・パラリンピック関連事業　等

○コミュニティ振興費の不用 215,403,222
　・  公民館改築　等

○区政推進費の不用 238,313,261
　・  区庁舎耐震対策事業　等

○防災危機管理費の不用 100,130,243
　・  災害時の電力確保　等

　

　 ○戸籍住民基本台帳費の不用 329,135,919
　・  番号制度対応経費  等

329,135,919

  １ 総   務   管   理   費 1,186,335,359

款　・　項

　３ 戸籍住民基本台帳費
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２  重要施策の実施状況 
 

１．災害に強いまちづくり 
 

 ア 防災・危機管理体制の強化 
 

「減災」の理念を踏まえ、激甚化、頻発化している自然災害から市民の生命、身体及

び財産を保護するため、多くの防災関係機関が一体的に活動できるスペースの確保や迅

速な情報共有・伝達に必要な通信環境を整備するなど、災害対策本部機能を移転、拡充

するとともに、公民館や庁舎等における非常用電源の確保等の停電対策に取り組むな

ど、防災・危機管理体制の強化に努めた。 

また、各種ハザードマップの配布や、災害対策基本法の改正に伴う避難情報の変更に

ついて周知、啓発するなど避難支援対策の充実・強化に努めた。 

 

 

主な事業 

事業名 
決算額 

（千円） 
事  業  内  容 

防災・危機管理

体制の強化 
558,441 

 多くの防災関係機関が一体的に活動できるスペースの確保や

迅速な情報共有・伝達に必要な通信環境を整備するなど、災害対

策本部機能を移転、拡充するとともに、公民館や庁舎等における

非常用電源の確保等の停電対策に取り組むなど、防災・危機管理

体制の強化を図った。 
 
 ○災害対策本部機能の移転、拡充 

○公民館等の非常用電源の確保 
○区庁舎の停電対策 
 

避難支援対策の 

充実・強化 
39,352 

各種ハザードマップの配布や、災害対策基本法の改正に伴う避

難情報の変更について周知、啓発するなど避難支援対策の充実・

強化を図った。 
 

○各種ハザードマップの配布 
○原子力防災訓練等の実施 
○公的備蓄の整備 

  

 842,856 千円  
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イ 地域防災力の向上 
  

「避難行動要支援者名簿の情報の提供に関する条例」の周知を図るとともに、地域に

おける個別避難計画の作成を支援するなど、避難支援対策の充実・強化に努めた。 

また、避難所運営ワークショップの開催や避難所運営のエキスパートの育成など、地

域の自主防災活動の取組みを支援するとともに、出前講座の実施や学校における防災教

育の推進等により、防災知識の普及や防災意識の高揚を図るなど、地域防災力の向上に

努めた。 

 

 

主な事業 

事業名 
決算額 

（千円） 
事  業  内  容 

地域防災力

の向上 
15,872 

地域による個別避難計画の作成支援としてワークショップの実

施や、避難所運営のエキスパートの育成など、地域が主体となった

取組みを支援するとともに、地域の防災リーダーの育成・資質向上

に努めた。 
また、地域等に対する出前講座の実施や学校における防災教育の

推進など、防災知識の普及や防災意識の高揚を図った。 
さらに、家庭や企業における備蓄促進のための取組みや、企業と

の共働による帰宅困難者対策を推進した。 
 

○「避難行動要支援者名簿の情報の提供に関する条例」の周知 
○地域による個別避難計画の作成や訓練の支援 
○避難所運営ワークショップの開催 
○避難所運営エキスパートの育成 
○出前講座の実施 
○学校における防災教育の推進 
○備蓄促進ウィークにおける家庭内備蓄・企業備蓄の啓発 
○企業との共働による帰宅困難者対策の推進 

  

 15,872 千円  
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２．安全で安心して暮らせるまちづくり 
 

ア 防犯対策の強化及び暴力追放の推進 
 
「福岡市防犯のまちづくり推進プラン」に基づき、子ども・女性・高齢者への防犯啓発、地

域における街頭防犯カメラの設置や地域防犯パトロールカーに対する助成、IoTを活用した子

どもの見守り体制の強化や「福岡市LINE公式アカウント」を活用した福岡県警察の防犯情報

の配信など、市民や事業者の防犯活動への参加を促進し、地域の防犯力を高め、犯罪が発生し

にくい環境づくりを推進した。 

また、繁華街対策として、客引き対策指導員の増員や防犯カメラを活用した効果的な巡回・

指導を実施するなど、悪質な客引きの根絶に向けた取組みを推進した。 

さらに、「福岡市暴力団排除条例」に基づき、本市の事務事業から暴力団を排除するととも

に、暴力による民事介入・行政対象暴力の排除に向け、関係機関等と連携して市民や事業者へ

の広報啓発・活動支援を行うなど、暴力追放を推進した。 

 

 

主な事業 

事業名 
決算額 

（千円） 
事  業  内  容 

犯罪のない安全で

住みよいまちづくり

推進 

5,788 

 

地域・事業者・警察等関係機関･団体と行政により構成される 
「福岡市犯罪のない安全で住みよいまちづくり推進本部」に 
おいて、犯罪抑止の取組みを推進した。 
 
○推進本部による犯罪のない安全で住みよいまちづくりに向けた 

取組みの推進 
○福岡犯罪被害者総合サポートセンターにおける犯罪被害者

支援 
○再犯の防止等に関する取組みの推進  

地域防犯力強化 23,468 

地域の防犯パトロールの支援や福岡市防犯強化月間を通じた 
取組みの推進など、地域の防犯力強化を図った。 

 
○「福岡市防犯強化月間（８月）」を通じた取組みの推進 
○「新大学生防犯強化月間（４～５月）」を通じた取組みの推進 
○生活安全専門員による防犯出前講座等の実施 
○地域防犯パトロールカーへの支援 

  

 104,846 千円  
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事業名 
決算額 

（千円） 
事  業  内  容 

子ども・女性 

安全対策 
3,303 

子どもや女性が安全で安心して生活できるよう、防犯意識の向上

や危険回避行動の習得を目的とした取組みを行った。 
 
○IoT端末機器を用いた子ども見守りの実施 

○福岡市LINE公式アカウントを活用した防犯情報の即時的な配信 

○SNSを活用した性犯罪・性暴力に関する情報発信 

○子ども防犯出前講座等の実施 

○安全安心少年隊の活動支援 

○専門学校、大学等と連携した性犯罪防止啓発の実施 

○性暴力被害者支援センター・ふくおかにおける被害者支援 

街頭防犯カメラ 

設置補助 
31,283 

犯罪の抑止や犯罪発生時の犯人の特定・検挙に効果が期待でき

る街頭防犯カメラを普及促進するため、設置費用等の一部を助成し、

防犯環境に配慮したまちづくりを推進した。 
 
○街頭防犯カメラを設置する自治協議会、自治会・町内会等へ

の機器購入費、設置工事費用の一部助成 
○補助制度を利用して設置した防犯カメラの賠償責任保険の加

入 

繁華街対策 24,619 

客引き対策指導員の増員や防犯カメラの活用により効果的な巡

回・指導を実施するなど、悪質な客引きの根絶に向けた取組みを

実施した。 
 
○地域や警察と連携した合同パトロールの実施 
○指導員の増員及び防犯カメラを活用した巡回指導の実施 
○AI 技術を活用した防犯カメラによる実証実験の実施 

暴力追放 10,778 

暴力団等による民事介入・行政対象暴力排除の実現に向け、関係

機関等と連携して暴力追放活動を実施するとともに、暴力団排除 
条例に基づき、本市の暴力団排除施策を推進した。 

 
○市の事務事業からの暴力団排除の推進、暴力団排除活動の 
支援 

○暴力追放相談センターにおける民事介入暴力に関する相談対

応、行政対象暴力に関する助言及び不当要求防止研修の実施 
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イ 交通安全対策及びモラル・マナーの向上 
  

飲酒運転撲滅（ゼロ）に向けたキャンペーンをはじめ、四季の交通安全運動や子どもから高

齢者まで各年齢層に応じた交通安全教育など、市民や事業者、地域、学校と一体となった交通

安全の取組みを推進するとともに、様々な媒体を活用した広報啓発を行った。 

また、「人に優しく安全で快適なまち福岡をつくる条例」に基づき、市民や事業者などと連

携して市民のモラル・マナー向上に取り組むとともに、都心部を中心にモラル・マナー推進指

導員を配置し、自転車安全利用の推進、歩行喫煙や迷惑駐車の防止を図った。 

 

 

主な事業 

事業名 
決算額 

（千円） 
事  業  内  容 

交通安全教育及び

啓発 
19,866 

 四季の交通安全運動や年齢層に応じた交通安全教育など地域や

学校における交通安全の取組みを推進するとともに、様々な媒体

を活用した広報啓発を行った。 
 

○新小学１年生へ黄色い帽子、ランドセルカバーを配付 
○子どもから高齢者まで各年齢層に応じた交通安全教育の推進 
○第 11 次福岡市交通安全計画の策定 
○交通ルールの広報啓発  

自転車安全利用

の推進 
7,786 

 福岡市自転車の安全利用に関する条例に基づき、自転車利用者の 
交通ルール遵守・マナー向上に向け、出前講座や体験型自転車 
教室の開催など、自転車安全利用の指導・啓発等に取り組んだ。 
 
○自転車損害賠償保険等への加入義務化の周知 
○VR 動画を活用した体験型自転車教室の開催 
○出前講座等による条例・交通ルールの周知、啓発 
○地域で活動する自転車安全利用推進員の委嘱及び同推進員

に対する活動支援 
○押し歩き推進区間における押し歩きの定着化  

飲酒運転撲滅 

対策 
 97 

 飲酒運転の撲滅（ゼロ）を目指し、官民を挙げた飲酒運転撲滅の取

組みを展開するとともに、地域や事業者の取組みを促進し、社会全体

で飲酒運転撲滅の機運を高めた。 
 

○「飲酒運転撲滅県民大会」の開催や飲酒運転ゼロを誓う 
「折り鶴プロジェクト」の実施  

  

 70,510 千円 
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事業名 
決算額 

（千円） 
事  業  内  容 

モラル･マナー 

向上市民啓発 
42,761 

 モラル・マナー条例に基づき、歩行喫煙防止の広報啓発をはじめ、

市民のモラル・マナー向上の施策を推進した。 
 都心部を中心に、自転車の安全利用、歩行喫煙・迷惑駐車の防止

に関する指導啓発等を実施した。 
 
○モラル・マナー推進指導員“パトなび”による押し歩き推進区

間や路上禁煙地区等の自転車の安全利用、歩行喫煙・迷惑駐車

の防止の指導啓発及び道案内を実施 
○歩行喫煙防止の広報啓発 
○モラル・マナー向上キャンペーンの実施 

 

 

ウ 消費者対策 

   

「第２次福岡市消費者教育推進計画」に基づき、若年者や高齢者、障がい者などの消

費者トラブルの未然防止を図るため、悪質商法の手口や対処法を情報提供するなど、消

費者に対する啓発事業の強化に努めるとともに、教育委員会と連携した消費者教育講座

を開催するなど、消費者教育を推進した。 

また、消費生活相談や「福岡市消費生活条例」に基づく事業者指導等を行い、消費者

被害の防止・救済に努めた。  
 

 

主な事業 

事業名 
決算額 

（千円） 
事  業  内  容 

消費者相談 

・事業者指導 
47,901 

 商品やサービスの契約等に関する消費生活相談を実施し助言や

あっせんを行い、消費者被害の救済を図った。 
また、消費生活条例に基づく事業者指導等を実施した。 
 
○消費生活相談の実施 
○相談・苦情をもとに事業者への指導の実施 

消費者教育 

・啓発 
13,218 

 消費者トラブルの未然・拡大防止のために、出前講座など 
市民向け講座を開催するとともに、消費生活サポーターによる消

費生活情報の提供など、消費者への啓発を行った。 
 また、福岡県消費者行政推進事業補助金を活用し、消費者教育

の充実強化を図った。 
 

○成年年齢引下げに向けた若年者への消費者教育講座及び 
重点的な啓発の実施 

○高齢者、障がい者への消費者教育講座の実施 
○中学校、高等学校における消費者教育講座の実施 
○消費生活サポーター事業による高齢者等見守りの推進 

 

 

79,320 千円 
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３．コミュニティづくりの支援 

 

ア 住民主体のコミュニティづくりの支援 

 

自治協議会と福岡市がパートナーとして、企業やＮＰＯなど様々な主体と地域の未

来を共に創り出す「共創」の取組みを進めるとともに、自治会・町内会が行う住民同

士の交流や担い手づくりなどの活動を支援した。 

また、コミュニティ活動の拠点である公民館の整備を進めるとともに、多様な主体

の連携促進や地域活動の担い手の育成、地域のデジタル化の支援に取り組んだ。 

さらに、持続可能な地域コミュニティづくりのため、自治協議会や自治会・町内会

の位置づけの明確化や地域への新たな支援策などについて検討を行い、「福岡市共創に

よる地域コミュニティ活性化条例」を制定した。 

 

 

主な事業 

事業名 
決算額 

（千円） 
事  業  内  容 

コミュニティ 

活動支援 
521,724 

自治協議会が行う公益的な活動に対する助成や、自治会・ 
町内会が行う住民相互の交流促進を図る新たな取組みへの支援を

行った。 
 
○自治協議会が行う住民主体のコミュニティづくりの支援 
○自治会・町内会における住民相互の交流事業への助成 

コミュニティ 

活動の環境づくり 
44,809 

地域と企業や商店街、ＮＰＯ、大学などをつなぐ専門スタッフ

である「共創コネクター」を配置し、共創に関する相談対応や 
助言、コーディネートを行うなど、共創の取組みを推進した。 

また、自治に関する市民啓発とコミュニティの魅力向上に向け

た取組みや、市民が安心してコミュニティ活動を行うための 
保険制度による支援等を行った。 
 
○共創の地域づくり推進事業の実施 
○市民活動保険制度による活動支援 

コミュニティ活動

の場づくり 
34,249 

地域コミュニティの形成・発展を担う自治会・町内会の活動 

拠点である集会施設の新築等に対する助成等を行った。 

 

○集会施設の新築、増改築や借上等への助成 

コミュニティと

連携した業務の

推進 

150,744 
自治協議会や自治会・町内会等と連携して、市政だより等の 

配布とともに広報物回覧等の業務を実施した。 

 

  

 

 

1,698,466 千円 
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事業名 
決算額 

（千円） 
事  業  内  容 

公民館主催事業

(担い手づくり等) 
13,362 

公民館において、ロビー機能や図書を活用した事業を展開するな

ど、地域住民の活動と交流の拠点としての公民館の活用促進を図

るとともに、学校、地域と連携し子どもの健全育成事業の充実を図

った。 

 

○公民館において地域のデジタル化支援を実施 

○公民館による地域活動の担い手の育成や情報の発信などを 
実施 

公民館整備 861,015 

 地域における生涯学習とコミュニティ活動の拠点施設である公

民館の規模を 100 坪から 150 坪に拡大する改築を実施するなど、

施設面での機能充実を図った。 
 
○公民館の規模を 100 坪から 150 坪に拡大する建替を 
計画的に実施 

  ・令和３年度の建設完了館（柏原） 

 
 

イ 市民公益活動の推進 
 

 ＮＰＯ・ボランティア交流センターを拠点として、活動や交流の場の提供並びに情報

発信を行うとともに、ＮＰＯ活動支援基金を活用した公益活動への助成や共働の推進な

どにより、市民公益活動を支援した。 

また、ＮＰＯ法人の認証・認定業務における、情報提供や相談対応などのきめ細かな

支援により、ＮＰＯ活動の活性化を促進した。 

 

 

主な事業 

事業名 
決算額 

（千円） 
事  業  内  容 

ＮＰＯ・ボランティ

ア交流センター

の管理運営等 

66,084 

 ＮＰＯ・ボランティア交流センターにおいて、市民公益活動

に関する情報及び活動・交流の場を提供するとともに、各種 
事業を実施した。 
 
 ○相談事業（一般相談・専門相談等） 
 ○各種講座・交流連携事業 
 ○ＮＰＯ・ボランティア体験事業 

  

 

 

98,709 千円  
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事業名 
決算額 

（千円） 
事  業  内  容 

ＮＰＯ・ボランテ

ィア活動支援 
20,574 

 ＮＰＯ活動支援基金を活用してＮＰＯの公益的な活動へ助成

を行うとともに、ＮＰＯ等と市の共働に取り組むなど、多様な主

体による共働を推進した。 
 

○市民公益活動の担い手の発掘・育成等の実施 
○共働事業の相談等の支援 

ＮＰＯ法人認証 

・認定業務 
11,742 

 情報提供・相談対応などきめ細かな支援により、適正かつ 
円滑な認証・認定業務を実施した。 
 
○ＮＰＯ法人の運営基盤強化のための専門相談・セミナー等

の実施 

 

 

ウ 地域交流センターの整備及び市民センターの大規模改修 
 

「早良南地域交流センター」は整備を完了し、令和３年 11 月に供用を開始した。 

また、「南市民センター」は、令和４年８月のリニューアルオープンに向け、事業を

推進した。 

 

 

主な事業 

事業名 
決算額 

（千円） 
事  業  内  容 

早良南地域交流 

センター整備 
218,483 

地域交流センターの整備を進めるとともに、隣接する四箇田公

園の一体整備を実施し、供用を開始した。 
 
 ○地域交流センター本体の建設工事 
 ○開館に向けた準備及び開館後の管理運営 

南市民センター 

大規模改修 
1,095,954 

老朽化した施設・設備のさらなる長寿命化や周辺公共施設との

複合化による魅力向上に向け、中央機械室棟の解体を行ったの

ち、改修工事に着手した。 
 
○中央機械室棟の解体工事 
○大規模改修工事 

 
  

 

 

1,314,437 千円 
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４．区行政の推進 
 

ア 区の特性を生かしたまちづくりの推進 
 

市民に最も身近な総合行政機関である区役所において、市民や地域の多様なニーズに対

応した事業を地域と共働で企画・実施し、区の特性を生かしたまちづくりを推進した。 

 

 

主な事業  

事業名 
決算額 

（千円） 
事  業  内  容 

区の魅力づくり 123,743 

 区の特性や実情に応じた魅力あるまちづくりを推進するため、 
市民参画による区の特性を生かした事業を実施した。  
  
 ○市民参画による区の特性を生かしたまちづくり事業を 

各区で実施 

区政の振興 64,507 

 裁量予算として多岐にわたる地域ニーズや行政課題に柔軟な 
対応を行った。 

 
○道路、公園等の補修などの緊急対応 
○まちの活性化などの地域ニーズへの迅速な対応 

地域参画 10,587 

地域課題の解決に向けて実施する事業について、事業の企画 
立案の段階から住民が直接参画することで、事業内容への住民 
ニーズの適切な反映、納得性の向上を図った。 
 
○地域住民が意思決定に参画する区役所事業を各区で実施 

 

  

 202,422 千円 
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イ 市民サービスの向上 
 

マイナンバー制度への対応として個人番号カードの円滑な交付を推進するとともに、

コンビニエンスストアにおける各種証明書の自動交付サービスの利用促進や、ＩＣＴを

活用した手続きの簡素化・待ち時間の短縮など、市民の利便性向上と区役所における窓

口サービスの充実を図った。 

 

 

主な事業 

事業名 
決算額 

（千円） 
事  業  内  容 

区役所窓口の 

改善 
182,582 

 ＩＣＴを活用した待ち時間の短縮や手続きの簡素化等の取組

みを行った。 
  

〇引っ越しに係る行政手続きのオンラインサービスの利用 
促進 

〇マイナンバーカードを活用した、申請書自動作成機や住民 
票等の証明書自動交付機の利用促進 

〇「ご遺族サポート窓口」を全区役所に拡充 

個人番号カード

の円滑な交付 
1,010,163 

区役所・出張所等におけるマイナンバーカードの円滑な

交付推進に取り組んだ。 
 
 ○市内 3 カ所にある証明サービスコーナー（天神・博多駅・

千早）でマイナンバーカードの土日交付を実施 
 ○マイナンバーカード臨時交付センターを設置 

 

 

ウ 博多区庁舎の耐震対策 
 

新庁舎の令和４年度の開庁をめざし整備を進めた。 

 

 

主な事業 

事業名 
決算額 

（千円） 
事  業  内  容 

博多区新庁舎整

備等 
4,788,952 

耐震性能が不足している博多区庁舎の建替えに向け、事業を

着実に推進した。 
 

〇博多区新庁舎整備に係る工事 

 
  

 1,192,745 千円 
 

 

 

 

4,788,952 千円 
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５．スポーツの振興 
  

スポーツを通したこころと体の健康づくりに地域・事業者などと一体となって取り組

んだ。 

市民総合スポーツ大会の開催や身近な場所で様々なスポーツを体験できる機会の提供

など、子どもから高齢者まで市民がスポーツ・レクリエーション活動に親しめる環境づ

くりやスポーツを通した国際交流を進めた。 

また、アビスパ福岡が地域に根ざした市民球団となるよう引き続き支援を行った。 

さらに、「東京オリンピック・パラリンピック」関連事業を実施するとともに、「世界

水泳選手権福岡大会・世界マスターズ水泳選手権九州大会」の開催に向けた取組みを進

めた。 

 

 

主な事業 

事業名 
決算額 

（千円） 
事  業  内  容 

大規模 

スポーツ大会の

開催支援・準備 

7,204,928 

世界水泳選手権福岡大会の開催準備等を行った。 
 
○東京オリンピック・パラリンピック関連事業 

・スウェーデン、ノルウェー、フィンランド事前合宿 等 
○世界水泳選手権福岡大会及び世界マスターズ水泳選手権 
九州大会 
・開催準備、気運醸成 

福岡マラソン開催 62,075 

 新型コロナウイルス感染症の影響により「福岡マラソン 2021」

は中止した。 
  
 ○「福岡マラソン2021」の開催準備 

 ○「福岡マラソン2021オンライン」の実施 

○「福岡マラソンみらいランナーズ」の実施 

○「福岡マラソン2022」の開催準備 

スポーツ施設の

運営・維持管理 
5,689,987 

総合体育館、市民体育館、地区体育館、市民プールなどスポーツ

施設の管理運営及び改修工事等を実施した。 
 

○市民体育館の改修・解体 
○総合西市民プールの改修 
○スポーツ施設の管理運営 
○スポーツ施設の改修工事等 

 

 

 

 

 17,398,579 千円 
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事業名 
決算額 

（千円） 
事  業  内  容 

アビスパ福岡支援 86,780 

サッカー教室や市民応援デー等の実施を通じて、子どもたちの健全育成

を図り、アビスパ福岡が地域に根ざした市民球団となるよう支援した。 
 

○少年少女サッカー教室 
○市民応援デー 等 

各種スポーツ大会

等の開催・支援 
20,273 

市民スポーツ・レクリエーションの普及振興を図るため、各種 
スポーツ大会等の開催及び開催支援を行った。 
 

○市民総合スポーツ大会 
○福岡国際マラソン 等 
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６．男女共同参画の推進 
  

「福岡市男女共同参画基本計画（第４次）」及び「福岡市働く女性の活躍推進計画

（第２次）」に基づき、地域や若年層への男女共同参画意識の啓発や、企業における

ワーク・ライフ・バランスの普及・促進など、諸施策の推進に全庁をあげて取り組ん

だ。 

また、企業における女性活躍推進を促進するための「見える化サイト」の推進、女

性のキャリアアップ支援、男性の育児休業取得促進に取り組むなど、女性がその個性

と能力を十分に発揮し活躍できるよう取り組んだ。 

さらに、「女性の視点を活かした防災ミニブック」を活用した講座等を実施し、防

災及び男女共同参画の意識啓発に取り組むとともに、コロナ下で困難や不安を抱える

女性に対する相談機会の提供等の支援を行った。 

男女共同参画推進センターにおいては、拠点施設として、各種事業を推進するとと

もに、関係団体等と連携しながら市民の男女共同参画推進活動を支援した。 

 

 

主な事業 

事業名 
決算額 

（千円） 
事  業  内  容 

男女共同参画 

推進 
19,555 

男女共同参画の意識啓発を行うとともに、地域の取組みへの支

援を行った。 
性別にかかわりなく個性と能力を発揮できるよう、中学校でセ

ミナーを実施した。 
「女性の視点を活かした防災ミニブック」を活用した講座等

を実施し、様々な機会を捉えて啓発した。 
 
○地域の男女共同参画推進活動支援 
○社会人講師派遣による中学生向け出前セミナーの実施 
○「防災ミニブック」を活用した講座等の実施 
○コロナ下で困難や不安を抱える女性への支援 

女性活躍推進 8,459 

働く場における女性の活躍を推進するため、「見える化サイ

ト」の推進やセミナー等を開催するとともに、再就職を目指す女

性や働く女性向けのスキルアップ講座等を実施した。 
 
○企業における女性活躍への取組みの「見える化」を推進 

○再就職やリーダーを目指す女性向け講座の実施 

○男性の育児休業の取得促進に向けた取組み支援 

 

  

 

 

181,074 千円 
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事業名 
決算額 

（千円） 
事  業  内  容 

男女共同参画推進

センター事業 
151,159 

男女共同参画推進センター「アミカス」を拠点として、市民等

の活動や交流の場を提供するとともに、男女共同参画推進に向け

た各種事業を実施した。 
 
○施設の管理運営 
○講座・講演会の開催 
○相談（総合相談、ＤＶ相談、男性相談、法律相談等） 
○地域及び市民グループ活動支援 
○図書、情報提供 
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７．人権行政の推進 

 

すべての人の人権が尊重される社会の実現に向け、全庁をあげて人権尊重の視点に立

った行政の推進に努めた。 

また、「福岡市人権教育・啓発基本計画」に基づき、あらゆる人権問題の解決に向け

た取組みを推進するとともに、性的マイノリティ支援及び若年層の人権啓発事業への参

加促進を図った。 

地域においては、人権のまちづくり館を拠点とした地域交流や人権啓発事業などに取

り組んだ。 

 

 

主な事業 

事業名 
決算額 

（千円） 
事  業  内  容 

人権施策の総合的

かつ計画的な推進 
4,073 

 すべての人の人権が尊重される社会の実現に向け、全庁を 
あげて人権尊重の視点に立った行政を推進するとともに、 
人権教育･啓発にかかる施策を効果的に推進した。 
 

○「福岡市人権教育･啓発基本計画」の推進 

○「人権尊重の視点に立った行政の推進に関する指針」の 

職員への周知と理解の徹底 

〇パートナーシップ宣誓制度などの性的マイノリティ支援 

の取組み 

人権啓発センター

事業 
66,731 

あらゆる人権問題の解決に向けて、人権啓発の一層の推進と 
市民の自発的な取組みを支援するための事業を行った。 
特に若年層の人権啓発事業への参加促進を推進した。 
 
○啓発事業 

人権尊重週間行事、人権啓発フェスティバル、 
講座・講演会、若年層の参加促進事業の実施 

○企業・指定管理者などへの派遣研修 
○人権相談・利用登録団体支援等 

人権のまちづくり館

等の運営 
212,583 

人権のまちづくり館及び市立集会所において、差別のない、 
人権が尊重される社会の実現に寄与するため、地域交流や人権 
啓発事業等を行うとともに、自立支援等の各種相談業務を行った。 

 
○地域交流、人権啓発等の講座・講演会などを開催 
○自立支援等の各種相談業務を実施 

人権のまちづくり館

等の維持管理 
98,706 

人権のまちづくり館及び市立集会所等の維持管理を行った。 
 
○人権のまちづくり館及び市立集会所等の維持管理 

（外壁改修工事等） 

 

 396,108 千円 
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３  款項目別執行状況の説明

○一般会計

　（歳　　入）

事項別 成　果

款・項 目 当初予算額 補正予算額 繰越財源 計

明細書 説明書 充 当 額

(Ａ)

18～19 27～31  18款   1目

34 使用料及び 総務使用料 684,183,000        -                     -                     684,183,000        

手 数 料

  1項

使 用 料

26～27   2項   1目

手 数 料 総務手数料 560,830,000        -                     -                     560,830,000        

32～33   3項   1目

収 入 証 紙 収 入 証 紙 -                      -                     -                     -                      

収 入 収 入

予　　　算　　　現　　　額
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(単位:円)

収入済額 翌 年 度 差　　引 備　　　　　　考

繰 越 額 過不足額

(Ｂ) (Ｃ) (B)+(C)-(A)

（収入内訳）

263,422,759       -                      △420,760,241       　男女共同参画推進センター使用料 5,018,358

　地域交流センター使用料 16,096,287

　庁舎等使用料 65,884,469

　人権のまちづくり館使用料 98,150

　市民体育館使用料 1,696,803

　野外活動センター使用料 175,290

　地区体育施設使用料 101,030,923

　社領スポーツ広場使用料 1,996,500

　ももち体育館使用料 3,507,449

　公民館使用料 949,950

　市民センター使用料 58,733,980

　千早駅前駐車場使用料 8,234,600

(不納欠損額)

　市民体育館使用料 1,600

　地区体育施設使用料 4,200

　市民センター使用料 1,300

  

（収入未済）

　地域交流センター使用料 54,540

　庁舎等使用料 5,400

　市民体育館使用料 4,100

　地区体育施設使用料 92,806

　社領スポーツ広場使用料 6,000

　ももち体育館使用料 8,900

　市民センター使用料 52,700

（主な過不足）

　地区体育施設使用料 △ 251,136,077

　市民センター使用料 △ 69,043,020

　地域交流センター使用料 △ 57,709,713

　ももち体育館使用料 △ 16,492,551

（収入内訳）

532,023,200       -                      △28,806,800           戸籍住民基本台帳等手数料 532,022,900

　ＮＰＯ法人関連諸証明手数料 300

（主な過不足）

  戸籍住民基本台帳等手数料 △ 28,806,100

21,000              -                      21,000                    地縁団体告示事項証明書等
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○一般会計

　（歳　　入）

事項別 成　果

款・項 目 当初予算額 補正予算額 繰越財源 計

明細書 説明書 充 当 額

(Ａ)

予　　　算　　　現　　　額

34～35 27  19款   1目

30～31 国庫支出金 総 務 費 1,432,085,000      11,764,000        26,618,000        1,470,467,000      

34   2項 国庫補助金

国庫補助金

40～41   11目

緊 急 経 済 -                      -                     18,171,000        18,171,000          

対 策 費

国庫補助金

42～43   3項   1目

委 託 金 総 務 費 29,540,000          -                     -                     29,540,000          

委 託 金

44～45 28～29  20款   1目 

31 県 支 出 金 総 務 費 322,321,000        -                     -                     322,321,000        

34 　2項 県 補 助 金

38 県 補 助 金

50～51   3項   1目

委 託 金 総 務 費            1,754,000 -                     -                     1,754,000           

委 託 金

52～53 28  21款   1目

30～31 財 産 収 入 財 産 貸 付 94,344,000          -                     -                     94,344,000          

  1項 収 入

財 産 運 用

収 入
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(単位:円)

収入済額 翌 年 度 差　　引 備　　　　　　考

繰 越 額 過不足額

(Ｂ) (Ｃ) (B)+(C)-(A)

（収入内訳）

1,127,725,230 11,764,000 △330,977,770 　女性活躍推進関係補助金 7,840,000

　隣保館運営費等補助金 67,157,000

　地方改善施設整備費補助金 4,283,000

　防災対策事業費補助金 3,198,000

　番号制度関係補助金 1,032,517,230

　社会教育施設整備費補助金 12,730,000

（主な過不足）

　番号制度関係補助金 △ 325,689,770

16,315,679         -                      △1,855,321             新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

（収入内訳）

15,817,756         -                      △13,722,244           人権啓発活動費委託金 8,036,000

　中長期在留者住居地届出等事務委託金 7,781,756

（収入内訳）

132,196,251       -                      △190,124,749         福岡県若年者専修学校等技能習得資金補助金 -

　福岡県消費者行政推進事業補助金 13,625,000

　生活安全対策事業費補助金 -

　福岡県ホストタウン等新型コロナウイルス感染症対策交付金

118,571,251

（主な過不足）

　福岡県ホストタウン等新型コロナウイルス感染症対策交付金

△ 188,003,749

（収入内訳）
          1,600,300 -                      △153,700               登山歩道施設費委託金 80,300

  統計調査費委託金 1,409,000

  自衛官募集事務費委託金 111,000

（収入内訳）

92,471,981         -                      △1,872,019             土地貸付収入 78,428,355

　　 区役所用地等

  建物等貸付収入 14,043,626

　　 なみきスクエア利便施設貸付料等
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○一般会計

　（歳　　入）

事項別 成　果

款・項 目 当初予算額 補正予算額 繰越財源 計

明細書 説明書 充 当 額

(Ａ)

予　　　算　　　現　　　額

52～55   2目

利 子 及 び 15,476,000          -                     -                     15,476,000          

配 当 金

56～57   3目

特 許 権 等 10,000               -                     -                     10,000               

運 用 収 入

56～57   2項   1目

財 産 売 払 不 動 産 408,954,000        △408,954,000    -                     -                      

収 入 売 払 収 入

58～59   2目

物 品 売 払 1,000                 -                     -                     1,000                 

収 入

58～59 28  22款   1目

30 寄 附 金 総 務 費 14,359,000          1,200,000,000     -                     1,214,359,000      

  1項 寄 附 金

寄 附 金

60～61 28  23款   1目

30 繰 入 金 ス ポ ー ツ 1,108,000,000      -                     3,045,000,000     4,153,000,000      

  2項 振 興 基 金

ス ポ ー ツ 繰 入 金

振 興 基 金

繰 入 金

62～63   3項   1目

NPO 活 動 NPO 活 動 10,938,000          -                     -                     10,938,000          

支 援 基 金 支 援 基 金

繰 入 金 繰 入 金
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(単位:円)

収入済額 翌 年 度 差　　引 備　　　　　　考

繰 越 額 過不足額

(Ｂ) (Ｃ) (B)+(C)-(A)

（収入内訳）

15,498,534         -                      22,534                    ユニバーシアード福岡大会記念スポーツ振興基金利子収入

12,465,810

  NPO活動支援基金利子収入 82,828

  災害救助基金利子収入 2,949,896

-                      -                      △10,000                 著作権使用料

-                      -                      -                           土地建物売払収入

 

-                      -                      △1,000                  不要物品売払収入

（収入内訳）

850,683,100       -                      △363,675,900         NPO活動支援事業寄附金 7,249,045

  スポーツ振興推進事業寄附金 843,434,055

（主な過不足）

  スポーツ振興推進事業寄附金 △ 367,275,945

4,153,000,000     -                      -                         　スポーツ振興基金受入金

7,867,258          -                      △3,070,742           　NPO活動支援基金受入金
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○一般会計

　（歳　　入）

事項別 成　果

款・項 目 当初予算額 補正予算額 繰越財源 計

明細書 説明書 充 当 額

(Ａ)

予　　　算　　　現　　　額

66～67 21  25款   1目

27～31 諸 収 入 納 付 金 82,726,000          △187,000         -                     82,539,000          

34   2項

納 付 金

66～67   3項   1目

保険料収入 保険料収入 129,468,000        △271,000         -                     129,197,000        

68～69   5項   1目

貸 付 金 総 務 費 1,200,000           -                     -                     1,200,000           

元 利 収 入 貸 付 金

元 利 収 入

70～71   6項   1目

預 託 金 総 務 費 3,260,000           -                     -                     3,260,000           

元 利 収 入 預 託 金

元 利 収 入

70～71   8項   1目

弁 償 金 弁 償 金 21,000               -                     -                     21,000               

72～73  11項   1目

受 託 事 業 総 務 費 1,675,000           -                     -                     1,675,000           

収 入 受 託 事 業

収 入
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(単位:円)

収入済額 翌 年 度 差　　引 備　　　　　　考

繰 越 額 過不足額

(Ｂ) (Ｃ) (B)+(C)-(A)

（収入内訳）

60,763,695         -                      △21,775,305         　健康保険料 60,763,695

（収入未済）

　健康保険料 9,616

（収入内訳）

97,298,589         -                      △31,898,411           雇用保険料収入 3,553,612

  厚生年金保険料収入 93,744,977

（収入未済）

  厚生年金保険料収入 14,640

（収入内訳）

673,900             -                      △526,100               若年者専修学校等技能習得資金貸付金 673,900

　消費者訴訟資金貸付金 -

（収入未済）

  若年者専修学校等技能習得資金貸付金 3,543,400

3,259,000          -                      △1,000                 地域集会施設用地購入金融資金

（収入内訳）

14,385              -                      △6,615                  男女共同参画推進センター貸出図書の弁償金 929

  臨時運行許可番号標の弁償金 10,500

  南区役所花壇の花苗弁償金 2,956

(収入未済)

  臨時運行許可番号標の弁償金 2,100

477,043             -                      △1,197,957             広報物配布業務受託収入
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○一般会計

　（歳　　入）

事項別 成　果

款・項 目 当初予算額 補正予算額 繰越財源 計

明細書 説明書 充 当 額

(Ａ)

予　　　算　　　現　　　額

74～75  13項   2目

雑 入 総務費雑入 191,050,000        -                     80,000,000        271,050,000        

78～79   13目

そ の 他 の 70,747,000          -                     -                     70,747,000          

雑 入

78～79 28  26款   1目

30～31 市 債 総 務 債 7,587,000,000      △102,000,000    1,241,000,000     8,726,000,000      

  1項

市 債

12,749,942,000    700,352,000       4,410,789,000     17,861,083,000    歳　　　入　　　合　　　計
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(単位:円)

収入済額 翌 年 度 差　　引 備　　　　　　考

繰 越 額 過不足額

(Ｂ) (Ｃ) (B)+(C)-(A)

（収入内訳）

298,621,641       -                      27,571,641              合同庁舎管理費負担金 70,706,641

  スポーツ振興くじ助成金 227,915,000

（主な過不足）

  スポーツ振興くじ助成金 35,915,000

（収入内訳）

59,911,805         -                      △10,835,195           広告料収入等 59,911,805

（収入未済）

  特別定額給付金返納金 500,000

　自動販売機付加使用料 4,727

　公民館防犯カメラ付加使用料 3,241

（収入内訳）

7,534,000,000     777,000,000       △415,000,000         スポーツ施設整備債 2,091,000,000

　社会教育施設整備債 1,617,000,000

　庁舎建設債 3,242,000,000

　防災対策事業債 584,000,000

（主な過不足）

  スポーツ施設整備債 △ 274,000,000

　防災対策事業債 △ 72,000,000
　社会教育施設整備債 △ 69,000,000

15,263,663,106   788,764,000       △1,808,655,894     
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○一般会計
　（歳　　出）

事項別 成  果

款・項 目

明細書 説明書

86～89 21  2款  1目

総 務 費 一 般 管 理 費 4,223,000 - - 1,173,000 

 1項

総務管理費

100～101 27  13目

男女共同参画 181,856,000 - - 10,860,000 

推 進 費

100～103 27  14目

人 権 施 策 442,686,000 △935,000 - - 

推 進 費

予　　　　　算　　　　　現　　　　　額

当初予算額 補正予算額
前年度
からの
繰越額

予備費支出
及 び
流 用 増 減
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（単位：円）

翌 年 度

繰 越 額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） (A)-(B)-(C)

（支出内訳）

5,396,000 3,931,797 - 1,464,203 　一般職職員給与費等

 一般職職員・１人（うち会計年度任用職員・１人）

　経常事務経費

（支出内訳）

　一般職職員給与費等

 一般職職員・17人（うち会計年度任用職員・17人）

192,716,000 181,073,846 - 11,642,154 　男女共同参画推進経費

男女共同参画地域づくり事業 420,921

女性活躍推進事業 4,116,143

女性の視点を活かした防災事業 2,245,400

女性のためのつながりサポート事業 8,865,112

その他経費 3,882,181

　男女共同参画推進センター経費

男女共同参画推進センターアミカスの 94,286,114

  管理運営

市民グループ活動支援 556,000

その他事業 8,631,731

（主な不用額）

（支出内訳）

　一般職職員給与費等

一般職職員・65人（うち会計年度任用職員・44人）

441,751,000 396,107,452 - 45,643,548 　人権企画推進費

人権施策の総合的かつ計画的な推進 4,072,721

その他経費 8,270,899

　人権啓発センター費

人権啓発・人権相談等事業 39,059,533

企業啓発・研修 1,070,514

その他経費 16,586,790

　人権のまちづくり館等事業費

ア 経常運営費

人権のまちづくり館等経常運営費 14,216,318

その他事務費 2,053,761

イ 施設管理費

人権のまちづくり館・集会所等の 98,705,615

  施設の管理・整備費

（主な不用額）

集会所等施設整備費

給与費等（人権のまちづくり館等

　経常運営費（会計年度任用職員）)

人権のまちづくり館等経常運営費

計 支出済額 不 用 額

6,285,392

212,071,301

12,343,620

6,776,200

5,383,682

56,716,837

114,975,694

16,270,079

98,705,615

7,028,014男女共同参画推進センター管理運営費

2,113,346

19,529,757

58,070,244

1,818,451

103,473,845

備　　　　考
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○一般会計
　（歳　　出）

事項別 成  果

款・項 目

明細書 説明書

予　　　　　算　　　　　現　　　　　額

当初予算額 補正予算額
前年度
からの
繰越額

予備費支出
及 び
流 用 増 減

　

102～105 28  15目
ス ポ ー ツ 9,746,362,000 4,200,000,000 4,111,072,000 △57,786,000 
振 興 推 進 費

　

104～105 28～29  16目
生 活 安 全 261,464,000 - - 1,553,000 
対 策 費

104～107 29  17目

町 界 町 名 15,222,000 - - - 

整 理 費
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（単位：円）

翌 年 度

繰 越 額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） (A)-(B)-(C)

計 支出済額 不 用 額
備　　　　考

（支出内訳）

　一般職職員給与費等

 一般職職員・11人（うち会計年度任用職員・11人）

17,999,648,000 17,398,579,160 36,498,000 564,570,840   スポーツ振興推進費

スポーツ推進委員経費 23,973,066

その他経費 4,218,685,003

  スポーツ施設費

2,714,054,769

スポーツ施設改修事業 2,969,352,920

その他経費 97,900

  スポーツ振興事業費

大規模スポーツ大会の開催支援・準備 7,194,774,603

福岡マラソン開催 54,138,622

福岡市スポーツ協会に対する補助金 76,890,450

アビスパ福岡支援 86,780,311

各種スポーツ大会の開催・支援 20,272,439

その他経費 2,782,800

（主な不用額）

東京オリンピック・パラリンピック

　関連事業

世界水泳選手権福岡大会開催等準備

スポーツ施設改修事業

（支出内訳）

　一般職職員給与費等

 一般職職員・26人（うち会計年度任用職員・26人）

263,017,000 254,675,958 - 8,341,042   モラル・マナー向上市民啓発事業

モラル・マナー向上広報啓発 5,424,567

  交通安全啓発経費

交通安全の広報啓発 19,865,515

自転車安全利用推進 1,188,227

飲酒運転撲滅 97,430

  防犯対策推進経費

防犯施策の広報啓発 5,787,509

地域防犯力の強化 4,745,735

街頭防犯カメラ設置補助 31,282,879

悪質な客引き対策 5,701,223

その他経費 8,909,865

  暴力追放啓発経費

事務事業からの暴力団排除 1,628,095

  消費者対策経費

消費者教育・啓発 13,218,232

消費者相談・事業者指導 47,901,162

  消費生活センター管理運営経費

消費生活センターの管理運営経費 15,424,335

（支出内訳）

15,222,000 5,507,154 8,888,000 826,846   町界町名整理費

  住居表示整備費

スポーツ施設の管理運営

56,427,211

1,628,095

61,119,394

15,424,335

5,424,567

4,986,176

520,978

4,242,658,069

36,776,277

165,387,218

21,151,172

201,814,179

5,683,505,589

7,435,639,225

90,537,080

93,501,184
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○一般会計
　（歳　　出）

事項別 成  果

款・項 目

明細書 説明書

予　　　　　算　　　　　現　　　　　額

当初予算額 補正予算額
前年度
からの
繰越額

予備費支出
及 び
流 用 増 減

106～109 29～30  19目

コ ミ ュ ニ テ ィ 7,931,963,000 △136,553,000 522,987,000 20,578,000 

振 興 費
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（単位：円）

翌 年 度

繰 越 額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） (A)-(B)-(C)

計 支出済額 不 用 額
備　　　　考

（支出内訳）

　一般職職員給与費等

 一般職職員・200人（うち会計年度任用職員・200人）

8,338,975,000 7,204,568,778 919,003,000 215,403,222 　コミュニティ自律経営推進経費

　　ア　コミュニティ活動支援

共創自治協議会事業 519,662,848

地域デビュー応援事業 2,061,581

　　イ　コミュニティ活動の環境づくり

コミュニティ活動市民参加促進事業 733,497

市民活動保険制度 31,518,698

共創の地域づくり推進事業 12,556,839

　　ウ　コミュニティ活動の場づくり

地域集会施設建設等助成 28,481,000

その他経費 5,767,492

　　エ　コミュニティと連携した業務の推進

広報物配布等業務 150,744,094

　　オ　その他の経費

　公民館等経費

　　ア　公民館長等報酬

　　イ　公民館管理運営費

公民館の管理運営経費 345,784,968

公民館補助要員経費 339,065,880

その他経費 117,605,611

　　ウ　事業推進費

公民館の主催事業費 44,794,507

　　エ　館舎維持改良費

公民館の施設改良費 541,510,880

その他経費 146,423,936

　　オ　公民館建設費

公民館の改築費 861,014,832

　　カ　空港周辺共同利用会館費

空港周辺共同利用会館の管理運営 129,107,282

  経費

　ＮＰＯ・ボランティア活動支援

ＮＰＯ活動支援基金を活用した助成 15,338,296

ＮＰＯ・ボランティア交流センター 66,083,605

  の管理運営経費

その他経費 6,455,025

　市民センター経費

　　ア　市民センター管理運営費

市民センターの管理運営経費 601,372,632

　　イ　市民センター主催事業費

市民センターの講座・講演会等の 4,027,393

  開催経費

　　ウ　市民センター施設整備費

市民センターの施設整備費 1,558,360,684

150,744,094

4,295,948

521,724,429

720,127,323

129,107,282

2,163,760,709

861,014,832

755,821,997

1,558,360,684

601,372,632

87,876,926

44,809,034

2,791,265,580

34,248,492

4,027,393

687,934,816

265,957,684

802,456,459

44,794,507
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○一般会計
　（歳　　出）

事項別 成  果

款・項 目

明細書 説明書

予　　　　　算　　　　　現　　　　　額

当初予算額 補正予算額
前年度
からの
繰越額

予備費支出
及 び
流 用 増 減

108～111 31  20目

区 政 推 進 費 6,587,818,000 - 23,862,000 △12,246,000 

 

110～111 31  21目

防 災 危 機 803,130,000 121,974,000 - 35,868,000 

管 理 費
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（単位：円）

翌 年 度

繰 越 額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） (A)-(B)-(C)

計 支出済額 不 用 額
備　　　　考

　地域交流センター経費

　　ア　地域交流センター管理運営費

地域交流センターの管理運営経費 439,394,020

　　イ　地域交流センター施設整備費

地域交流センターの施設整備費 244,395,236

　社会教育費

（主な不用額）

公民館改築

公民館長等報酬

公民館等施設改良

（支出内訳）

　一般職職員給与費等

 一般職職員・73人（うち会計年度任用職員・73人）

6,599,434,000 6,361,120,739 - 238,313,261   区政管理費

　　ア　区役所庁舎等経費

区役所庁舎、出張所の維持管理 5,756,720,979

  等経費

　　イ　区政管理経費

区政に関する事務経費 123,421,726

　区役所事業費

区の魅力づくり事業 106,215,487

区振興事業 64,507,183

その他経費 72,407,532

（主な不用額）

区庁舎耐震対策事業

引っ越し手続きに係る行政手続きの

  オンラインサービス等事業

区の魅力づくり事業

（支出内訳）

　一般職職員給与費等

 一般職職員・1人（うち会計年度任用職員・1人）

960,972,000 860,841,757 - 100,130,243   防災・危機管理体制の強化経費

災害対策本部機能の強化 371,289,882

災害時の電力確保 187,151,402

洪水・高潮・内水ハザードマップの 1,301,300

　印刷、配付

公的備蓄 37,119,350

その他経費 252,391,498

  地域防災力の向上経費

避難所運営体制の強化 331,928

自主防災活動の促進 6,187,089

  防災・危機管理対策事業費

（主な不用額）

災害時の電力確保

災害対策本部の機能強化

5,756,720,979

243,130,202

2,113,794

148,104,095

123,421,726

18,283,019

11,337,118

6,519,017

18,029,513

849,253,432

2,955,514

65,191,598

5,880,142,705

24,566,562

1,926,987

683,789,256

244,395,236

439,394,020

237,847,832

23,365,120

45,171,168
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○一般会計
　（歳　　出）

事項別 成  果

款・項 目

明細書 説明書

予　　　　　算　　　　　現　　　　　額

当初予算額 補正予算額
前年度
からの
繰越額

予備費支出
及 び
流 用 増 減

　 　

114～117 34  3項  1目

戸 籍 住 民 戸 籍 住 民 3,832,526,000 9,194,000 14,618,000 - 

基本台帳費 基 本 台 帳 費

120～121 38  5項  2目
統計調査費 委 託 統 計 1,562,000 - - - 

調 査 費  

29,808,812,000 4,193,680,000 4,672,539,000 - 歳　　　出　　　合　　　計
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（単位：円）

翌 年 度

繰 越 額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） (A)-(B)-(C)

計 支出済額 不 用 額
備　　　　考

（支出内訳）

　一般職職員給与費等

一般職職員・436人（うち会計年度任用職員・201人）

3,856,338,000 3,511,142,081 16,060,000 329,135,919    戸籍、住民基本台帳等事務経費

番号制度対応経費 881,924,987

郵送請求業務委託 117,320,831

市民課業務委託 131,762,400

その他経費 275,553,075

   町界町名整理等に伴う公簿整理経費

   その他の経費

（主な不用額）

番号制度対応経費

住民基本台帳事務

戸籍事務

1,562,000 1,222,035 - 339,965   人口動態調査に要する経費

  

38,675,031,000 36,178,770,757 980,449,000 1,515,811,243 

17,660,081

1,222,035

42,771

1,406,561,293

2,070,589,446

228,267,013

17,780,436

33,948,571
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